
 
（公財）宇部市スポーツ協会 スポーツまちづくり助成金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、だれもが、スポーツに取り組める機会の拡大を図ることにより、心身ともに元

気な人のまちづくりを促進するため、公益財団法人宇部市スポーツ協会（以下「スポーツ協会」と

いう。）が、主に宇部市で活動する団体（以下、｢団体｣という）が実施する事業に対し、助成金を

交付することについて必要な事項を定めるものとする。   

（助成対象事業） 
第２条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、団体が単年度で実施

する事業（翌年度以降も継続して実施する事業については年度ごととする。）で、次の各部門の

いずれかに該当するものとする。 

（１）健康づくり・体力づくり 

（２）共生社会  

（３）人材育成  

（４）大会誘致・ツーリズム   

２ 前項の規定にかかわらず、団体が実施する事業が次の各号のいずれかに該当するときは、原則

として助成対象事業から除くものとする。 

（１）宇部市又はスポーツ協会が実施する他の助成金の交付を受けている事業 

（２）団体の会員、構成員等のみを対象とする事業 

（３）当助成事業の助成金の交付を過去３回受けている団体が実施する事業 

（４）政治活動又は宗教活動を行うことを目的とする事業 

（５）その他助成することが適当でないと認められる事業 

（助成金の額） 

第３条 助成金の額は、予算の範囲内で別に定める。 
２ 助成金の額は、助成の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）から事業の実施によっ

て得る収入を除いた額の範囲内とする。 
３ 助成対象経費は、原則として、助成対象事業に直接必要と認められない経費を除くものとする。 
４ 助成対象経費は、必要に応じて費目ごとに額の制限を設けることができるものとする。 

（助成金の交付申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする団体（以下「申請者」という。）は、助成金交付申請書（様

式第１号）に関係資料を添えて、スポーツ協会が指定する日までにスポーツ協会理事長（以下

「理事長」という。）に提出しなければならない。 

（助成金の交付決定） 

第５条 理事長は、前条の規定により書類の提出を受けたときは、助成に係る審査及び選考を行う

委員会を設置し、当該選考委員会の選考結果を尊重して、助成金の交付の可否及び金額を決定

するものとする。 

２ 理事長は、前項の規定により交付を決定したときは、助成金交付決定通知書（様式第２号）に

より、不交付を決定したときは、助成金不交付決定通知書（様式第３号）により、それぞれ申請

者に通知するものとする。 

３ 理事長は、第１項の規定により助成金の交付を決定する場合において、必要と認めるときは、

条件を付することができる。 



（事業計画の変更等） 

第６条 前条第２項の規定により助成金の交付決定通知を受けた申請者（以下「助成対象者」とい

う。）は、助成対象事業の内容を著しく変更し、又は中止しようとするときは、書面により理事長

に報告しなければならない。 

（事業完了報告書の提出） 

第７条 助成対象者は、助成対象事業が完了したときは、その日から起算して３０日以内又は助成

金の交付の決定があった年度の３月３１日のいずれか早い期日までに、事業完了報告書（様式第

４号）に関係書類を添えて、理事長に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第８条 理事長は、前条の規定により実績報告が行われた場合において、その内容を審査し、必要に

応じて行う検査の結果、適当であると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金交付

確定通知書（様式第５号）により助成対象者に通知する。 

（助成金の請求及び交付） 

第９条 理事長は、前条の規定による通知を受けた助成対象者から適正な請求書（様式第６号）の提

出を受けたときは、速やかに助成対象者に助成金を交付するものとする。 

（助成金交付の特例） 

第１０条 理事長は、助成対象者の申し出により、助成対象事業の円滑な遂行を図るため必要と認

められるときは、前条の規定にかかわらず、第５条第２項の規定により通知した助成金の全部又

は一部を概算払により交付することができる。 

２ 前項の助成対象者の申し出は、概算払を必要とする理由を記した書面を理事長に提出して行う

ものとする。 

３ 助成対象者は、理事長が助成金の概算払を必要と認めたときは、概算払請求書（様式第７号）を

理事長に提出しなければならない。 

４ 理事長は、概算払を行った助成金については、第８条の規定による確定額をもって当該助成金

の精算を行い、過払額については、速やかにその額を戻入させるものとする。 

（関係書類の整備） 

第１１条 助成対象者は、助成金に係る収支を明らかにする帳簿その他関係書類を整備し、助成金

の交付決定を受けた年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保存しなければならない。 

（検査） 

第１２条 理事長は、必要と認めるときは、助成対象者に対し報告を求め、又は前条に規定する書類

の審査をすることができる。 

（助成金交付決定の取消） 

第１３条 理事長は、助成対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定の全

部又は一部を取り消し、及び交付した助成金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）第５条第３項の規定により付された条件に違反したとき。 

（３）虚偽その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。 

附 則 

  この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


